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第２章 分析テーマⅠ 滋賀県はなぜ女性の非正規雇用率が高いのか～都道府

県別分析～ 

 

 本章では、「令和４年就業構造基本調査において滋賀県の女性の非正規雇用率が 47 都道

府県中最も高い」という結果を踏まえ、全国での本県の位置を、全国値と比較して分析する。 

 

２－１ 現状把握                

令和２年国勢調査（総務省）における滋賀県の女性の非正規雇用率について、年齢階級お

よび配偶関係別に示す。以下の（１）～（５）については就業状態等基本集計を、（６）お

よび（７）については個票データを集計した結果を示す。なお、就業構造基本調査はサンプ

ル調査であり、より正確に実態を表すために、全数調査である国勢調査の結果を用いる。 

また、ここでの非正規雇用率は、就業者総数に占める非正規雇用者（「派遣社員」および

「パート・アルバイト・その他」の合計）の割合とする。 

 

（１）女性の就業者に占める年齢階級別構成比 

 まず、女性の就業者総数に占める年齢階級別の人数の構成比と、全国の構成比を１とした

場合の県の構成比を表 ２－１－１に示す。滋賀県は 24 歳以下および 30～49 歳の女性の割

合は全国と比べて高いことが読み取れる。 

表 ２－１－１ 女性の就業者に占める年齢階級別の人数の構成比と対全国比 

 

 

（２）女性の年齢階級別非正規雇用率 

 図２－１－１は、年齢階級別の非正規雇用率について、滋賀県と全国の値をグラフで、都

道府県の標準偏差、滋賀県の順位（降順）および滋賀県と都道府県単純平均6との差7を表で

 
6 47 都道府県の非正規雇用率の単純平均であり、全国値（全国の非正規雇用者数÷全国の就業者総数）

とは一致しない。 
7 全国値との差は、47 都道府県のデータのばらつき具合を考慮したうえで比較できるよう標準偏差σを用

いて示す。平均値の±1σの範囲にデータの約 68％が含まれ、±2σの範囲に約 95％が含まれる。±2σ

以上離れていれば、異常値（外れ値）と判断できる。 
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示す。 

 

図２－１－１ 配偶関係総数・年齢階級別 非正規雇用率 

 

表内の順位をみると、滋賀県の非正規雇用率は全ての年齢階級で中央値（24 位）以上で

あり、全年齢では１位となっている。また、30 歳～64 歳は年齢階級が高くなるほど順位が

高くなる。 

 

（３）女性の就業者に占める年齢階級別・配偶関係別構成比 

 年齢階級別の女性就業者に占める配偶関係別の人数の構成比と、全国の構成比を１とし

た県の構成比を表 ２－１－２に示す（ここでは全体の 99％程度を占める未婚および有配偶

の結果のみ示す）。滋賀県は 24 歳以下では未婚の女性の割合が、25 歳以降の全ての年齢階

級では有配偶の女性の割合が、それぞれ全国と比べて高いことが読み取れる。 

 

表 ２－１－２ 年齢階級別の女性の就業者に占める配偶関係別の人数の構成比と 

対全国比―未婚および有配偶のみ 

 

 

（４）「配偶関係が有配偶」である女性の年齢階級別非正規雇用率 

図 ２－１－２は、有配偶女性に限定した年齢階級別の非正規雇用率について、滋賀県と

全国の値をグラフで、都道府県の標準偏差、滋賀県の順位（降順）および滋賀県と都道府県

単純平均との差を表で示す。 
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図 ２－１－２ 配偶関係が有配偶の女性の年齢階級別非正規雇用率 

 

 図２－１－１と同様に、滋賀県の非正規雇用率は全ての年齢階級で中央値以上であり、全

年齢では２位となっている。25～29 歳では 47 都道府県中 24 位でちょうど中央に位置して

いるが、30～34 歳では 18 位となり、35 歳以上の全ての階級で第３四分位（上位４分の１）

以上となっている。 

また、滋賀県および全国値に共通する傾向として、30 歳～45 歳は年齢階級が高くなるほ

ど非正規雇用率は高くなり、45 歳～59 歳はほぼ横ばいで推移している。 

 

（５）「配偶関係が未婚」であるの女性の年齢階級別非正規雇用率 

図 ２－１－３は、未婚女性に限定した年齢階級別の非正規雇用率について、滋賀県と全

国の値をグラフで、都道府県の標準偏差、滋賀県の順位（降順）および滋賀県と都道府県単

純平均との差を表で示す。 

 

図 ２－１－３ 配偶関係が未婚の女性の年齢階級別非正規雇用率 
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滋賀県の未婚女性の非正規雇用率は「65 歳以上」を除く全ての年齢階級で中央値以上で

あり、全年齢で４位となっている。年齢階級別に見ると、60～64 歳で１位となっている。 

また、滋賀県および全国値に共通する傾向として、30 歳～59 歳はほぼ横ばい（30％程度）

となっている。 

 

（６）有配偶の女性の就業者に占める年齢階級別・学歴区分別構成比 

 ここで、学歴による非正規雇用率への影響を見るため、特に有配偶の女性に着目して、学

歴別の非正規雇用率を全国値と比較する。なお、ここでは、令和２年国勢調査（総務省）の

個票データを集計した結果を示す。 

 

まず、年齢階級別の有配偶女性に係る学歴別の人数の構成比と、全国の構成比を１とした

場合の県の構成比を表 ２－１－３に示す。滋賀県はほとんどの年齢階級で短大・高専卒の

女性が全国と比べて多いことが読み取れる。 

 

表 ２－１－３  有配偶の女性の年齢階級別の就業者に占める学歴区分別の人数の 

構成比と対全国比 

 

 

（７）有配偶の女性の年齢階級別・学歴区分別非正規雇用率 

 以下の図 ２－１－４から図 ２－１－６で示す、学歴区分（小中高・旧中卒、短大・専門

学校卒、大学・大学院卒）別の有配偶の女性の年齢階級別の非正規雇用率は、いずれの学歴

区分でも滋賀県の非正規雇用率は全国値より高くなっている。 
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図 ２－１－４ 配偶関係が有配偶、小中高・旧中卒の女性の年齢階級別非正規雇用率 

 

 

 

図 ２－１－５ 配偶関係が有配偶、短大・高専卒の女性の年齢階級別非正規雇用率 

 

 

 

図 ２－１－６  配偶関係が有配偶、大学・大学院卒の女性の年齢階級別非正規雇用率 
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（８）まとめ 

滋賀県および全国値に共通する傾向としては、以下の２点が挙げられる。 

① 有配偶女性の非正規雇用率は、未婚女性の非正規雇用率に比べて高い。 

② 30 歳から 45 歳にかけて、有配偶女性の非正規雇用率が上昇傾向である。 

 

 また、滋賀県の人口構成に着目し、全国値と比較した結果、以下２点は県内女性の非正規

雇用率の高さと関連がある可能性が考えられる。 

① 25 歳以上の全ての年齢階級で、非正規雇用率が高い有配偶の人の割合が高いこと 

② 短大・高専卒の人の割合が高く、非正規雇用率が低い大学・大学院卒の人の割合が低い

こと 

 

一方で、ほとんどの年齢階級で、配偶関係・学歴区分に関わらず全国値よりも非正規雇用

率が高くなっていることから、県内女性の非正規雇用率が高い要因は配偶関係や学歴によ

る影響以外にもあることが示唆される。 
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２－２ 分析の方針について 

 

１－４で述べたとおり、本分析では滋賀県と他の都道府県を比較することにより、滋賀県

の非正規雇用率が高い要因を明らかにする。ここで、都道府県間を比較する際、可能な限り

都道府県間の人口構成の違い等を調整する必要があるため、２－１現状把握を踏まえ、以下

のとおり分析方針を定めた。 

 

（１）分析対象の設定 

 本分析では、集計対象者を 30～34 歳の有配偶女性に限定し、分析対象は 45 道府県（東

京都と沖縄県を除く。）とする。 

 

（２）対象を限定する理由 

① 配偶関係および年齢階級を限定する理由 

道府県間の非正規雇用率を比較する際、配偶関係や年齢階級といった属性が全体の非

正規雇用率に影響を及ぼす可能性があるため。 

ア 有配偶女性に限定する理由 

滋賀県および全国値に共通する傾向として、有配偶女性の非正規雇用率が未婚女

性よりも高いため。 

イ 30～34 歳に限定する理由 

滋賀県および全国値に共通する傾向として、非正規雇用率が上がり始める年齢層

であるため。 

② 東京都と沖縄県を除く理由 

47 都道府県のデータを用いて２－４に示すクラスター分析を行ったところ、東京都

は他のクラスターと非類似度が高く、併合されにくかったため。また、沖縄県について

も、都道府県単独では２番目に他のクラスターと併合する高さが高いため。 
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２－３ 分析手法について 

 

 事前に（１）重回帰分析を用いた分析を試みたが、十分な結果が得られなかったため、（２）

クラスター分析を用いた分析を行った。以下に（１）と（２）の概要を示す。 

 

（１）重回帰分析を用いた分析 

45 道府県の非正規雇用率に対して「教育」、「就業」、「居住理由」、「家計」、「生活時間」、

「人口」、「福祉」等に関係するデータ（変数）がどの程度影響しているのかを明らかにする

ため、重回帰分析を行うこととした。その際、変数が多く、変数相互の関係により目的変数

に及ぼす影響を正確に評価できなくなる問題（多重共線性）（水落,2017）に配慮するため、

まずは似たような変数をまとめて新たな変数（主成分）を作る主成分分析（高田,2019）に

より変数をまとめた8。 

主成分分析により作成した新たな変数をもとに重回帰分析を行い、各変数が非正規雇用

率に与える影響の強さを比較したが、非正規雇用率の要因を十分に説明できなかった。 

 

（２）クラスター分析を用いた分析 

 45 道府県について、非正規雇用率に関連すると思われる「教育」、「就業」、「家計」、「生

活時間」、「人口」、「福祉」に関するデータ（変数）を用いて、その類似性をもとに、いくつ

かのグループ（クラスター）に分けて特徴を見るとともに、非正規雇用率との関係を分析し

た。 

 

 ２－４では、（２）クラスター分析の結果について説明する。 

 

 

 

 

 
8 参考文献 

・水落正明,第２部,畑農鋭矢,水落正明,2017,『データ分析をマスターする 12 のレッスン』有斐閣アルマ． 

・高田聖治,第３章,竹村彰道ほか,2019, 『データサイエンス入門』学術図書出版社． 
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２－４ クラスター分析を用いた分析 

 

２－４－１ 分析に用いたデータ 

 

 ２－２で記載のとおり、集計対象者は 30～34 歳の有配偶女性に限定し、分析対象は 45

道府県（東京都と沖縄県を除く。）とする。 

 

クラスター分析には表２－４－１に示す 19 変数を用いた。これらの変数の 45 道府県別

の値について集計した基本統計量を表２－４－２に示す。また、変数の定義（集計方法）と

データ元について、表２－４－３に示す。 

 

 

表２－４－１ 分析に用いた変数 
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表２－４－２ 分析に用いたデータの基本統計量 
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表２－４－３ 分析に用いたデータの定義（集計方法）とデータ元 

 

 

令和２年国勢調査（総務省）の個票データを集計している項目については、集計対象が

女性であっても、国勢調査では有配偶男性のレコードに配偶者（妻）や世帯に関するデー

タが含まれているため、基本的に妻の年齢が 30～34 歳である有配偶男性のレコードを集

計した。ただし、「教育区分（学歴）」のみ男性側のレコードから得られないため女性側の

レコードを集計しており、集計対象者数が他の項目と一致しない。 

 また、後述する非正規雇用率の分析に令和２年国勢調査を使用するため、令和４年就業

構造基本調査の個票データを集計している項目については、令和２年国勢調査の時点の年

齢（令和４年就業構造基本調査の年齢（各歳）を－２歳した年齢）が 30～34 歳になる者

を集計した。 
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 また、非正規雇用率の分析には、図 ２－４－１に示す「令和２年国勢調査」の 30～34 歳

の有配偶女性の道府県別非正規雇用率を用いた。 

なお、ここで用いる非正規雇用率は、雇用者（正規雇用者および非正規雇用者の合計）に

占める非正規雇用者（「派遣社員」および「パート・アルバイト・その他」の合計）の割合

とする。 

 

図 ２－４－１ 45道府県別 30～34歳の有配偶女性の非正規雇用率 

（「令和２年国勢調査」） 

 

２－４－２ クラスター分析の結果 

 

 東京都と沖縄県を除く 45 道府県について、２－４－１で示した 19 変数を用いて階層型

クラスター分析9を行った。結果は、トーナメント表のようなデンドログラム（樹形図）と

いう図にまとめられる。（図 ２－４－２） 

 デンドログラムの見方として、左軸の Height（高さ）がクラスター同士の「距離」や「非

類似度」を示し、類似したもの同士･グループが下から上へとだんだんと結合され、類似の

グループ同士は近接している。 

ここでは、滋賀県は愛知県と最も類似しており（図 ２－４－２の①）、次に、滋賀県と愛

知県のグループは、三重県～山梨県のグループに類似しており（同図の②）、さらにそのグ

 
9 詳細は２－５－１を参照。ここでは道府県間の距離計算方法としてユークリッド平方距離、クラスター

間の距離計算方法としてウォード法を使用した。 
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ループは北海道～福岡県のグループに類似している（同図の③）、といった具合になる。 

 

図 ２－４－２ デンドログラム（樹形図） 

 

 階層型クラスター分析では、デンドログラムの枝分かれの高さを基準にして、データを

任意のグループ（クラスター）に分類する。 

 このときクラスターをいくつに区分するかは、クラスターの内容の自然さや、その後の

分析で納得のいくクラスターとなっているかを基準にクラスター数を決めることが多く

（足立 2006，石黒 2014，川口 2020）、数が多いと解釈が難しく、逆に少ないと全体に

潜む様々なクラスターを捉え損ねる可能性（川口 2020）があることから、今回の分析で

は５つとした（図 ２－４－３）。10 

 

また、５つに分けたクラスターについて、クラスター内の道府県の地理的な位置等から

（図 ２－４－４を参照）、便宜的に、「①北日本エリア」、「②西日本エリア」、「③山陰・四

国エリア」、「④大都市圏エリア」および大都市圏の周辺に位置する「⑤広域都市圏エリア」

と称することとし、滋賀県は⑤広域都市圏エリアに分類された。また、④大都市圏エリアは

５つのクラスターのうち⑤広域都市圏エリアとデンドログラムにおいて最も近接しており、

特徴が類似していると言える。 

 
10 参考文献 

・足立浩平,2006, 『多変量データ解析法――心理・教育・社会系のための入門』ナカニシヤ出版． 

・石黒格,2014, 『改定 Stata による社会調査データの分析――入門から応用まで』北大路書房． 

・川口俊明,2020, 「多重対応分析による子育て空間の分析 学校教育に関わる活動に着目して 」『 家族

社会学研究 』 32(2),156-168. 
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図 ２－４－３ デンドログラム（クラスター分類済） 

（かっこ内はクラスターに含まれる道府県の数） 

 

 

図 ２－４－４ クラスター分類による都道府県地図 

（かっこ内はクラスターに含まれる道府県の数） 
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２－４－３ 各クラスターの特徴 

 

クラスター分析の結果２－４－２で分類した５つのクラスターについて、特徴的な変数

を把握するために、分析に用いた変数のクラスター別平均値を比較する。比較の際には、平

均・標準偏差が異なる複数の変数を平均０、標準偏差１に変換して値を比較できるようにす

る「標準化」を行った後の「標準得点」を使う11。 

図 ２－４－５は、各変数の標準得点のクラスター別平均値を示す。 

滋賀県が含まれる⑤広域都市圏エリアの特徴として、卸小売業等に従事する女性の割合

が高い、就業時間が長い男性の割合が高い、男女ともに完全失業率が高いことが挙げられる。 

 

図 ２－４－５ 各変数（標準得点）のクラスター別平均値  

 

 他の４つのクラスターについては以下のような特徴が挙げられる。 

①北日本エリア：大学・大学院卒の女性の割合が低い、販売サービス職および生産工程職の

女性の割合が高い、育児時間が短い男性の割合が低い。高齢化率が高い。 

②西日本エリア：金融保険業等に従事する女性の割合が低い、女性の初婚年齢が低く、子持

ち世帯の割合が高い。 

③山陰・四国エリア：医療福祉業に従事する女性の割合が高い、専門的・技術的職業の女性

 
11 寺島拓幸,第６章,廣瀬毅士,寺島拓幸,2010,『社会調査のための統計データ分析』オーム社． 
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の割合が高いが管理職の女性の割合が低い、就業時間が長い男性の割合が低い、年収が高い

男性の割合が低い、男女ともに完全失業率が低い、保育所等定員が多い。 

④大都市圏エリア：大学・大学院卒の女性の割合が高い、金融保険業等や教育学習業に従事

する女性の割合が高い、管理職の女性の割合が高い、年収が高い男性の割合が高く、育児時

間が短い男性の割合が高い、高齢化率が低く、女性の初婚年齢が高い、保育所等定員が少な

い。 

 

２－４－４ 各クラスターの非正規雇用率 

 

２－４－２で分類した５つのクラスターの 30～34 歳有配偶女性の非正規雇用率を比較

する。 

図 ２－４－６は、各クラスターの道府県別の非正規雇用率の箱ひげ図である。滋賀県を

含む⑤広域都市圏エリアの非正規雇用率（13 道府県の単純平均）は 46.8％で、５つのクラ

スターのうち最も高い。また、図 ２－４－７では、図 ２－４－６の箱ひげ図の道府県の分

布状況を示した。 
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図 ２－４－６ 30～34歳有配偶女性の非正規雇用率のクラスター別分布 
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図 ２－４－７ 30～34歳有配偶女性の非正規雇用率のクラスター別分布 

 

各クラスター間の非正規雇用率に差があるかを確認するため、分散分析12を行った結

果、いくつかのクラスターの組み合わせの間に有意差があった（ｐ＝0.000）（２－５－２

を参照）。 

また、表 ２－４－４は、どのクラスター間に有意差があるかを明らかにするため多重

検定13を行った結果である。⑤広域都市圏エリアは②西日本エリア以外の３つのクラスタ

 
12 複数のグループ（群）の間に統計的な違いがあるかを判断する手法。詳細は２－５－１を参照。 
13 分散分析では、「いずれかのグループ間に差があるか」を把握することができるが、「どのグループ間に
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ーと有意な差があり、②西日本エリアも同様の結果となったことから、この両クラスター

は非正規雇用率が高いクラスターといえる。 

 

表 ２－４－４  多重検定の結果 

（太字は有意差あり（95％水準）の項目） 

 

 

２－４－５ ⑤広域都市圏エリアと他クラスターとの比較 

 

次に、滋賀県を含む⑤広域都市圏エリアの特徴について、デンドログラム（図 ２－４－

３）で最も近接し類似度が高いが非正規雇用率が低い④大都市圏エリアおよび最も非正規

雇用率が低い①北日本エリアと比較する。 

 

（１）④大都市圏エリアとの比較 

図 ２－４－８は④大都市圏エリアおよび⑤広域都市圏エリアについて、図 ２－４－５

と同様に各変数の標準得点のクラスター別平均値を示す。 

⑤広域都市圏エリアは④大都市圏エリアと比べて、職業では管理職や専門的・技術的職業

 
差があるのか」を把握することができない。そのため、分散分析の結果有意差が認められた場合、追加の

検定（事後検定）を行う。詳細は２－５－１を参照。 
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の女性の割合が低く、生産工程職に従事する女性の割合が高い、産業では金融・保険業等や

教育学習業に従事する女性の割合が低いといった特徴がある。また、大卒以上の女性の割合

が低い、育児時間が短い男性の割合が低い、年収が高い男性の割合が低い、といった特徴が

ある。 

 

図 ２－４－８ 各変数（標準得点）のクラスター別平均値 

－④大都市圏エリアおよび⑤広域都市圏エリア 

 

（２）①北日本エリアとの比較 

 図 ２－４－９は①北日本エリアおよび⑤広域都市圏エリアについて、図 ２－４－５

と同様に各変数の標準得点のクラスター別平均値を示す。 

⑤広域都市圏エリアは①北日本エリアと比べて、産業では卸小売業に従事する女性の割

合が高く、医療福祉業に従事する女性の割合が低いといった特徴がある。また、就業時間が

長い男性の割合、育児時間が短い男性の割合、および、年収が高い男性の割合、がそれぞれ

高い。 

一方で、④大都市圏エリアとの比較で述べた⑤広域都市圏エリアの特徴のうち、「管理職

や専門的・技術的職業の女性の割合が低く、生産工程職に従事する女性の割合が高い」とい

う特徴は、①北日本エリアと共通しており、①北日本エリアの方が強く出ている。 
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図 ２－４－９  各変数（標準得点）のクラスター別平均値 

－①北日本エリアおよび⑤広域都市圏エリア 

 

２－４－６ 結果のまとめ 

 

 本分析では、東京都と沖縄県を除く 45 道府県を対象に、階層的クラスター分析を行

い、５つのクラスターに各道府県を分類した。各クラスターは地理的条件に基づいて、①

北日本エリア②西日本エリア③山陰・四国エリア④大都市圏エリア⑤広域都市圏エリアと

称し、滋賀県は⑤広域都市圏エリアに含まれる。 

 

 各クラスターの特徴を把握するために、分析に用いた変数のクラスター別平均値を比較

すると、以下のような特徴が読み取れる。 

①北日本エリア：大学・大学院卒の女性の割合が低い、販売サービス職および生産工程職に

従事する女性の割合が高い、育児時間が短い男性の割合が低い、高齢化率が高い 

②西日本エリア：金融保険業等に従事する女性の割合が低い、女性の初婚年齢が低い、子持

ち世帯の割合が高い 

③山陰・四国エリア：医療福祉業に従事する女性の割合が高い、専門的・技術的職業の女性

の割合が高いが管理職の女性の割合が低い、就業時間が長い男性の割合が低い、年収が高い

男性の割合が低い、男女ともに完全失業率が低い、保育所等定員が多い 

④大都市圏エリア：大学・大学院卒の女性の割合が高い、金融保険業等や教育学習業に従事
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する女性の割合が高い、管理職の女性の割合が高い、年収が高い男性の割合が高く、育児時

間が短い男性の割合が高い、高齢化率が低い、女性の初婚年齢が高い、保育所等定員が少な

い 

⑤広域都市圏エリア：卸小売業等に従事する女性の割合が高い、就業時間が長い男性の割合

が高い、男女ともに完全失業率が高い 

 

 次に、30～34 歳有配偶女性の非正規雇用率のクラスター別平均値を確認したところ、滋

賀県を含む⑤広域都市圏エリアは他の４つのクラスターに比べて最も高かった。 

 そのため、クラスター間の非正規雇用率に差があるかを比較するために分散分析および

多重検定を行ったところ、滋賀県を含む⑤広域都市圏エリアは、3 つのクラスター（②西

日本エリアを除く①北日本エリア③山陰・四国エリアおよび④大都市圏エリア）と有意な

差があることが明らかとなった。 

 このことから、滋賀県が含まれる⑤広域都市圏エリアは非正規雇用率が高いと言える。 

 

さらに、⑤広域都市圏エリアの特徴について、デンドログラムで近接しており特徴が類似

しているが非正規雇用率が低い④大都市圏エリアおよび最も非正規雇用率が低い①北日本

エリアとの比較に基づき、以下のことが言える。 

⚫ ④大都市圏エリアと比べて、 

 管理職や専門的・技術的職業の女性の割合が低く、生産工程職に従事する女性の

割合が高い 

 金融・保険業等や教育学習業に従事する女性の割合が低い 

 大卒以上の女性の割合が低い 

 育児時間が短い男性の割合が低い、年収が高い男性の割合が低い 

⚫ ①北日本エリアと比べて、 

 卸小売業に従事する女性の割合が高く、医療福祉業に従事する女性の割合が低

い 

 就業時間が長い男性の割合が高い、育児時間が短い男性の割合が高い 

 年収が高い男性の割合が高い 

 ⑤広域都市圏エリアは、これらの変数を用いたクラスター分析により分類された５つの

クラスターの中で最も非正規雇用率が高いことを踏まえると、上記の特徴が⑤広域都市圏
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エリアにおける非正規雇用率の高さに影響を与えている可能性が示唆される。 
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２－５ （補足）クラスター分析を用いた分析について 

 

２－５－１ 分析手法について 

 

（１）クラスター分析14 

クラスター分析とは、似た特徴を持つものをグループ化する手法であり、階層的クラスタ

リングと非階層的クラスタリングに分けられる。ここでは、階層的クラスタリングの手法の

一つであるウォード法を用いた。 

階層的クラスタリングとは、個々のデータ間の距離が小さい順にクラスターを作り、最終

的に一つのクラスターをつくる方法である。 

このとき、クラスター間の距離についての考え方のうち代表的なウォード法は、クラスタ

ー同士が似ているかどうかを、２つのクラスターに含まれる個々のデータがその２つのク

ラスターを併合した新たなクラスターの中心に近いかどうかで判断する。 

なお、このとき個々のデータとクラスターの中心の距離についてもいくつかの計算の仕

方があるが、本分析では、いわゆる三平方の定理に基づいて計算される距離の平方根をとる

前のものであるユークリッド平方距離を用いた。 

 

（２）分散分析15 

分散分析とは、複数のグループ（群）の平均値の違いをデータのばらつきによって説明す

るもので、データ全体のばらつきを、グループの違いによるものとそうでないものに分ける。 

このとき、グループの違いによるばらつきが、グループの違いでは説明できないいわば誤

差によるばらつきよりも十分に大きければ、データのばらつきの原因をグループの違いに

よるものだと判断できる。 

 

（３）多重検定16 

 （２）の分散分析で有意な差が認められた場合、「比較したグループの平均値は等しくな

い」ということが分かるが、「どのグループ間に差があるのか」を把握することができない。 

 
14 川端一光 岩間徳兼 鈴木雅之(2018)『R による多変量解析入門 データ分析の実践と理論』オーム社 
15 山田剛史 杉澤武俊 村井潤一郎(2008)『R によるやさしい統計学』オーム社 
16 小林雄一郎 濱田彰 水本篤(2020)『R による教育データ分析入門』オーム社 
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 そのため、分散分析の結果有意差が認められた場合、追加の検定（事後検定）を行い、グ

ループ同士の違いを詳しく調べる。 

 このときグループ間の検定を複数回繰り返すことで、誤って有意差を認めてしまう確率

が高くなるため、その誤りを補正する多重検定の方法を使用する。本分析では各グループの

データのばらつき（分散）が等しいと考えられる場合に用いる Tukey の方法を用いた。 

 

２－５－２ 各クラスターの非正規雇用率について 

 

（１）分散分析の結果 

 「30～34 歳の年齢階級にある有配偶女性の非正規雇用率」を目的変数、「クラスター」

を説明変数として、分散分析を行ったところ、いずれかのクラスター間の非正規雇用率に

は有意な差があることがわかった（ｐ＝0.000）。 

表 ２－５－１ 分散分析表 

 

 

（２）（参考）回帰分析の結果 

 非正規雇用率を目的変数とし、各クラスターに分類されるか否かを示すダミー変数を説

明変数として回帰分析を行った。 

なお、回帰分析でダミー変数を使用する際は、全てのカテゴリのうち一つを基準として

設定し、変数から除外する必要があるため、ここでは最も非正規雇用率が低い①北日本エ

リアを基準クラスターとし、他のクラスターが基準と比較してどの程度非正規雇用率に影

響を与えているかを分析した。  

 

その結果、調整済み重決定係数は 0.577 となり、クラスター分類は、非正規雇用率の変

動を 57.7%説明できるといえる。 

また、表 ２－５－２から②西日本エリアおよび⑤広域都市圏エリアに属する場合は基

準クラスターである①北日本エリアと比べて非正規雇用率が有意に高いことが示された。 
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表 ２－５－２ 重回帰分析の結果 

 

 

  


